
















































































































































































































































































































































































































































































































18 法学論集 74 〔山梨学院大学〕
― 191 ―
上告審決定では、本件を棄却としたため、開示決定を取り消す旨の控訴審判決が
確定した。最一小決平19・・22判例集未登載。
（） 兼子仁『自治体法学』（学陽書房、1988年）105-110頁。
（） 本判決の評釈として、石村耕治「宗教法人が提出した書類への情報開示決定取
消請求」白鳳大学法科大学院紀要号249頁（2007年）、磯部哲「法定受託事務と
処理基準の意義をめぐって―宗教法人財務情報開示決定取消請求事件―」自治総
研372号42頁（2009年）、同「法定受託事務に関する情報公開と国の処理基準」別
ジュリ215号32頁（2013年）、金子優子「宗教法人法25条項に基づき宗教法人か
ら所轄庁に提出された書類の管理事務が法定受託事務に該当するとされた事例」
判時2002号164頁（2008年）、田中孝男「宗教法人の財務情報等に関する公開決定
の取消しが確定した事例」速報判例解説号43頁（2007年）、人見剛「分権改革
と自治体政策法務」ジュリ1338号96頁（2007年）がある。
（） この点、法令が管理事務を具体的に非開示と規定しているものとして、統計法
15条項の指定統計調査表や医療法72条の診療録がある。西鳥羽和明『情報公開
の構造と理論』（敬文堂、2001年）179頁参照。
（） 松本英昭『新版逐条地方自治法（第次改訂版）』（学陽書房、2013年）50頁。
（） 当時の状況については、渡部翁『逐条解説 宗教法人法（第次改訂版）』（ぎ
ょうせい、2009年）206-213頁参照。
（） 石村・前掲注（）259-260頁。
（） 松本・前掲注（）1404-1405頁。
（10） 田中・前掲注（）46頁は、処理基準と異なる処理には法的拘束力ある指示等
が背後に控えていることを理由として、本判決が処理基準を「類する行為」と解
釈したとする。
（11） 塩野宏『行政法Ⅲ（第版）』（有斐閣、2012年）242、245頁、兼子仁『自治体
行政法入門（改訂版）』（北樹出版、2008年）29頁、宇賀克也『地方自治法概説
（第版）』（有斐閣、2013年）357、358頁。
（12） 成田頼明監修・川崎政司編集代表『地方自治法改正のポイント』（1999年、第
一法規）53頁。
（13） 磯部・前掲注（）同旨。
（14） 金子・前掲注（）168頁は、所轄庁による取扱いの差異を認めることは、宗
教法人法という国の統治の基本に関わる制度を規定する法の運用における平等に
反し、法的安定性を著しく欠くことになるとして、本件管理事務は法定受託事務
に該当するとする。
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